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健康・命を守る保健医療の確保

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 1 健康・命を守る保健医療の確保 計画掲載施策数 15

【政策の基本的な考え方】

　健康は人生 100 年時代の基盤となるため、安心して医療を受けることができる体制を

確保するとともに、現在も高い水準にある健康寿命の更なる延伸により、県民一人ひと

りのQOL（生活の質）の向上を図っていく必要があります。

　このため、地域で必要とされる医療が提供できるよう、医師や看護職員などの医療を

担う人材確保・定着や、医療の体制整備を図るとともに、がんなどの疾病対策、医療や

健診等のデータを活用した自発的な健康づくり、生活習慣病予防などを進めます。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

◯ 医療従事者の確保・定着・偏在の是正 P.84 福 祉 保 健 部

◯ 救急医療体制の充実 P.84 福 祉 保 健 部

◯ 医療機能の分化・連携等の推進 P.85 福 祉 保 健 部

◯ へき地医療の確保 P.85 福 祉 保 健 部

◯ 産科・周産期医療の確保 P.86 福 祉 保 健 部

◯ 在宅医療の充実 P.86 福 祉 保 健 部

◯ 健康寿命の延伸に向けた健やか山梨 21 の推進 P.86 福 祉 保 健 部

◯ 口腔の健康づくりの推進 P.87 福 祉 保 健 部

◯ 感染症対策の推進 P.87 知事直轄組織 外

◯ 難病などの疾病対策の推進 P.88 福 祉 保 健 部

◯ がん対策の推進 P.88 福 祉 保 健 部

◯ 災害医療対策の強化 P.89 福 祉 保 健 部

◯ 国民健康保険等の安定的な運営 P.89 福 祉 保 健 部

◯ データを活用した健康増進と医療費適正化の推進 P.90 福 祉 保 健 部

◯ 公衆衛生の維持・向上 P.90 福 祉 保 健 部

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 25,541 百万円

前年度までの事業費 3,568 百万円

本年度の事業費 21,973 百万円

戦略 4 安心「やまなし」充実戦略
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健康・命を守る保健医療の確保

成
果
指
標
の
達
成
状
況

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

4 － 1 － 3　医療機能の分化・連携の推進	 （福祉保健部）

外国人患者を受け入れる拠点的な
医療機関（入院を要する救急患者
に対応可能）数

4病院
（H30）

33 病院
（R  4）

8 病院
（R  2）

13.8

4 － 1 － 4　へき地医療の確保	 （福祉保健部）

へき地医療拠点病院
4施設

（R  1）
4 施設

（R  4）
4 施設

（R  2）
－

へき地診療所
11 施設
（R  1）

11 施設
（R  4）

11 施設
（R  2）

－

4 － 1 － 5　産科・周産期医療の確保	 （福祉保健部）

分娩取扱い医療機関数
18 施設
（R  1）

18 施設
（R  4）

17 施設
（R  2）

－

総合周産期母子医療センター
1施設

（R  1）
1 施設

（R  4）
1 施設

（R  2）
－

地域周産期母子医療センター
5施設

（R  1）
5 施設

（R  4）
5 施設

（R  2）
－

4 － 1 － 6　在宅医療の充実	 （福祉保健部）

訪問診療を実施する診療所・病院
数

135 箇所
（H29）

154 箇所以上
（R  4）

129 箇所
（R  2）

△ 31.6

トータル・サポート・マネジャー
22 名

（R  1）
50 名

（R  4）
41 名

（R  2）
67.9

4 － 1 － 9　感染症対策推進	 （知事直轄組織）

肝がんの 75 歳未満年齢調整死亡
率の全国平均との差

0.9
（人口 10 万対）

（H29）

0
（人口 10 万対）

（R  4）

1.0 人
（人口 10 万対）

（H30）
△ 11.1

4 － 1 － 11　がん対策の推進	 （福祉保健部）

75 歳未満年齢調整死亡率
67.8 人

（人口 10 万対）
（H29）

62.6 人
（人口 10 万対）

（R  4）

65.6 人
（人口 10 万対）

（R  1）
42.3

4 － 1 － 12　災害医療対策の強化	 （福祉保健部）

山梨ＤＭＡＴチーム数
31 チーム
（H30）

42 チーム
（R  4）

34 チーム
（R  2）

27.3

災害医療コーディネーター数
12 人

（H30）
21 人

（R  4）
15 人

（R  2）
33.3

C－A
B－A

×100
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健康・命を守る保健医療の確保

成
果
指
標
の
達
成
状
況

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

4 － 1 － 13　国民健康保険等の安定的な運営	 （福祉保健部）

特定健診受診率
55.6％

（H27）
67.6％
（R  4）

59.5％
（H29）

32.5

後発医薬品の使用割合
73.9％

（H30）
80.0％
（R  4）

81.6％
（R  1）

126.2

4 － 1 － 14　データを活用した健康増進と医療費適正化の推進	 （福祉保健部）

糖尿病に起因する新規透析導入患
者数

120 人
（H29）

114 人
（R  4）

147 人
（R  1）

△ 450.0

4 － 1 － 15　公衆衛生の維持・向上	 （福祉保健部）

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の衛生管
理を導入した食品施設の割合

0.4％
（H30）

100.0％
（R  4）

6.5％
（R  2）

6.1

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

医療従事者の確
保・定着・偏在の
是正

医 務 費 　医師や看護職員の確保・定着・地域偏在の是正のた

め、修学資金貸与や育成等の支援、勤務環境の整備等

を計画的に進めるとともに、産科など特に充実が必要

な診療科の人材確保を図った。

　これにより、医師修学資金貸与者のうち医師免許を

取得した者の73.7％が卒業時に県内の医療機関に勤務

し、また、看護学校の新卒者の県内就業率は 76.4％と

なっており、医師や看護職員の確保に寄与した。

【医師】

①地域医療対策協議会の開催� 3 回

②医師修学資金の貸与� 　268 人

③医師研修資金の貸与� 　12 人

④若手医師医療技術向上研修会の開催� 　1 回

⑤地域医療支援センターの運営� 　1 箇所

⑥医療従事者勤務環境改善支援センターの運営

� 　1 箇所

【看護職員】

⑦看護職員修学資金の貸与� 　350 人

⑧看護職員資質向上研修� 　4 研修　277 人

（ 432,365）

411,200

【医 務 課】

①②③④⑤⑥⑦⑧

①②③④⑤⑥

保健師等指導費

（ 448,850）

423,115

⑦⑧

救急医療体制の充
実

医 務 費 　医師の不足や地域偏在が生じている中、軽症患者か

ら重症・重篤患者まで、症状に応じた医療を適時・適

切に提供するため、初期救急から三次救急までの救急

医療体制の確保を図った。

　これにより、救急医療が必要となった県民に対し、

症状に応じた医療を 24 時間体制で提供するとともに、

救急事案を適切にトリアージ＊する機能が整備された。

①在宅当番医制の運営支援� 　9 地区

②二次救急医療機関の設備整備の支援� 　4 病院

③高度救命救急センターの運営支援� 　1 施設

④小児救急医療体制整備の支援� 　2 施設　7病院

⑤ドクターヘリを運航する基地病院へ運航経費の支援

� 　1 施設

⑥歯科救急医療体制の運営� 　3 施設

⑦救急医療情報システムの運営� 　24 時間 365 日

（ 4,204,262）

【医 務 課】

①②③④⑤⑥⑦

4,155,645

①②③④⑤⑥

⑦
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（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

医療機能の分化・
連携等の推進

医 務 費 　急性期医療から在宅医療まで地域全体で必要な医療

を切れ目なく提供するため、医療機関における医療機

能の分化・連携を進めるとともに、増加する外国人患

者など多様化、複雑化する医療ニーズに対応した、地

域で必要とされる医療の充実を図った。

　これにより、患者の状態に応じた適切な医療を地域

において効果的かつ効率的に提供する体制の整備に寄

与した。

①病床転換等への支援� 　7 件

②外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関の選出

　　入院を要する救急患者に対応可能な医療機関

　　（再掲）� 　8 施設

③薬局等勤務薬剤師に係る研修会の開催� 　1 回

（ 114,779）

【医 務 課】

①②

【衛生薬務課】

③

57,975

［ 45,428］

①②

へき地医療の確保 医 務 費 　山間部等の住民へ医療を適切に提供するため、へき

地医療拠点病院やへき地診療所への支援を行うととも

に、地域の医療機関へ配置される自治医科大学卒業医

師の確保を図った。

　これにより、山間・へき地等で医療提供体制が十分

に整備されていない地域の住民が医療機関を受診する

機会を確保した。

①へき地医療拠点病院が行う巡回医療への支援

� 　4 病院

②へき地医療拠点病院が行う設備整備への支援

� 　2 病院

③へき地診療所が行う設備整備への支援

� 　2 診療所

④地域の医療機関への配置に向けた自治医科大学卒業

医師の確保（2年間の初期臨床研修を開始）

� 　確保医師　3人

【医 務 課】

①②③④

（ 124,848）

121,707

①②③

医 薬 総 務 費

（ 129,800）

129,800

④
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（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

産科・周産期医療
の確保

医 務 費 　県内のどこでも安心して妊娠・出産ができる医療提

供体制の維持・確保を図るため、周産期母子医療セン

ターへの支援や、山梨大学と連携した産科医の確保や

不妊治療に係わる人材の育成などに取り組んだ

　これにより、産科・周産期医療の確保に寄与した。

①総合・地域周産期母子医療センターへの支援

� 　3 施設

②山梨大学への寄附講座（地域周産期等医療学講座）

の設置（再掲）

（ 58,514）

【医 務 課】

①②

58,016

①②

在宅医療の充実 医 務 費 　在宅医療提供体制の充実・強化を図るため、在宅医

療に関する人材育成、多職種連携、拠点形成、普及啓

発等に取り組んだ。

　これにより、住み慣れた地域等において、安心して

療養できる環境の充実に寄与した。

①訪問診療に関わる人材育成を支援� 　3 件

②在宅医療提供チームの活動を支援� 　3 件

③訪問看護支援センターの運営� 　1 箇所

④トータル・サポート・マネジャーの養成� 　11 人

⑤訪問看護ステーションの開設支援� 　4 件

⑥薬局等勤務薬剤師に係る研修会の開催（再掲）

� 　1 回

【医 務 課】

①②③④⑤

【衛生薬務課】

⑥

（ 16,234）

8,612

①②③④

保健師等指導費

（ 39,673）

24,728

⑤

健康寿命の延伸に
向けた健やか山梨
21 の推進

公衆衛生総務費 　生活習慣病の発症・重症化予防の推進のため、健や

か山梨 21 推進会議を中心に、市町村及び健やか山梨

21 推進団体、企業等と連携・協働をしながら健康づ

くり施策を実施した。

　これにより、推進団体との連携が強化され、生活習

慣の改善を柱とした県民の健康づくりに寄与した。

①ＣＫＤ病診連携医の認定登録� 　登録医　178 人

②受動喫煙防止対策推進説明会の開催� 　12 回

③やまなし健康経営優良企業認定（再掲）� 　37 社

④新採用・新任期行政管理栄養士研修会の開催

� 　2 回

（ 13,959 ）

4,503 

【健康増進課】

①②③④

①②③④

― 86 ―



（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

口腔の健康づくり
の推進

公衆衛生総務費 　乳幼児期の口腔の健康の地域間格差を解消するた

め、市町村や関連機関の取り組みを支援するととも

に、成人期からの歯肉・歯周疾患の早期発見・早期治

療を可能にするため、定期的な歯科検診の受診、医科

歯科連携を推進するなど、ライフステージ毎の対策を

行った。

　これにより、口腔の健康が保持・増進され、健康格

差の縮小促進に寄与した。

①口腔の健康づくり推進協議会� 　1 回

②歯科医療従事者や施設従事者等を対象とした研修会

の開催� 　10 回

③賞表彰・高齢者よい歯のコンクールの実施

④周術期等口腔機能推進事業医科歯科連携説明

� 　4 回

（ 7,022 ）

【健康増進課】

①②③④

3,581 

①②③④

感染症対策の推進 予 防 費 　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、その発生

情報を収集し、県民や医療関係者への的確な情報提供

に努めるとともに、適切な検査体制や医療提供体制の

構築を進めた。

　また、感染症対策の中核を担う山梨県ＣＤＣの立ち

上げに向けた検討を進め、令和 3年 4月の設立を実現

させた。

①保健所での特定感染症検査� 868 検体

� （内エイズ 181 検体）

②Ｂ型・Ｃ型肝炎治療費助成� 　690 件

【感染症対策グループ】

①②

【健康増進課】

（ 19,663,578）

15,316,877

［ 116,684］

②

保 健 所 費

（ 11,141）

8,142

①
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（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

難病などの疾病対
策の推進

公衆衛生総務費 　難病患者に対する支援の充実等を図るため、難病患

者への医療費助成や医療提供体制の充実に向けた検

討、臓器移植に関する普及啓発を実施した。

　これにより、難病患者に対する支援や移植医療の推

進に寄与した。

①難病患者の医療費助成� 　5,035 件

②難病相談支援センターの利用� 　525 件

③小児慢性特定疾病児童等の医療費助成� 　537 件

④小児慢性特定疾病児童等の療育相談指導� 　647 件

⑤臓器移植コーディネーターの設置事業委託� 1 件

（ 1,056,269 ）

【健康増進課】

①②③④

【医 務 課】

⑤

988,270 

①②③④

医 務 費

（ 6,155）

5,529

⑤

がん対策の推進 成人病対策費 　がん対策の一層の充実を図るため、山梨県がん対策

推進計画に基づき、がんに関する正しい知識を普及

し、効果的ながん検診の実施や、先進的ながん医療の

推進、がん患者が住み慣れた地域で安心して生活する

ための支援を行うなど、がんに関する総合的な施策を

展開した。

　これにより、がんの早期発見・早期治療や病態に応

じた適切な医療の提供、療養生活の質の維持・向上に

寄与した。

①がん対策推進協議会の開催� 　1 回

②がん登録� 　7,991 件

③がん患者サポートセンターでの相談（再掲）

� 延べ 37 件

④がん患者の妊孕性温存療法医療費助成� 　7 件

【健康増進課】

①②③④

（ 39,817 ）

31,076 

①②③④

医 務 費

（ 57,664 ）

53,551 
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（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

災害医療対策の強
化

医 薬 総 務 費 　甚大な被害が想定される南海トラフ地震等に備える

ため、実践的な訓練や災害医療関係者等に対する研修、

災害拠点病院等への支援を行うなど、災害時医療救護

体制等の充実を図った。

　これにより、関係機関との連携が図られるとともに、

災害医療に従事する人材の育成が進み、本県の災害時

医療救護体制等の充実及び効果的な死因究明や身元確

認体制の強化に寄与した。

①大規模地震時医療活動訓練等の実施� 　3 回

②災害医療関係者に対する研修・会議の実施� 　3 回

③ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等の養成

　　ＤＭＡＴ� 　8 人

　　ＤＰＡＴ（先遣隊）� 　3 人

（ 280）

【医 務 課】

①②③

【健康増進課】

③

【福祉保健総務課】

③

166

③

医 務 費

（ 32,815）

29,270

①②③

精 神 保 健 費

（ 1,766）

998

③

国民健康保険等の
安定的な運営

一 般 管 理 費 　公的医療保険制度の安定的な運営のため、山梨県医

療費適正化計画に基づき、公的医療保険を運営する保

険者からなる山梨県保険者協議会を通じた取り組み

や、データベースを活用した疾病の重症化予防、後発

医薬品の使用などを推進した。

　これにより、保険者の検診や保健指導の内容向上、

糖尿病性腎症に対するかかりつけ医との連携強化など

に寄与した。

①保険者協議会の開催� 　2 回

②収納困難事例への取り組み方法をまとめた資料の配付

� 　令和 3年 3月

③糖尿病性腎症重症化予防事業従事者研修会の開催

④後発医薬品安心使用促進協議会の開催� 　2 回

⑤マンガ小冊子の小学生の保護者等への配布

� 　40,000 冊

⑥啓発用ポスターの配布� 　3,900 枚

⑦アンケート調査の実施　

� 県民 1,173 人、医療機関 375 施設、薬局 371 施設

（国民健康保険特別会計）

【国保援護課】

①②③

【衛生薬務課】

④⑤⑥⑦

【健康増進課】

（ 2,163）

2,013

①

保 健 事 業 費

（国民健康保険特別会計）

（ 295）

50

②③

薬 務 費

（ 7,065）

6,032

④⑤⑥⑦

公衆衛生総務費

（ 948）

97
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（予算科目　単位：千円）

健康・命を守る保健医療の確保

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

データを活用した
健康増進と医療費
適正化の推進

保 健 事 業 費 　国保データベースを活用し、国民健康保険加入者に

対して個々の健康特性に応じた情報提供等を行うス

マートフォンアプリケーションの運用を開始した。

　また、国保データベースを活用した医療費分析等を

通じて、市町村へ保健指導の事業提案を行った。

　これにより、次年度以降の医療費適正化の取組等の

市町村保健事業への支援体制の構築に寄与した。

①スマートフォンアプリケーションの本格運用開始

� 　令和 2年 12 月

②医療費分析の実施� 　1 件

③データ分析により検討した効果的な保健指導方法等

の説明会を各医療圏単位で実施

（国民健康保険特別会計）

（ 69,749）

【国保援護課】

①②③

68,974

①②③

公衆衛生の維持・
向上

食品衛生指導監視費 　県民の生活と健康を守るため、環境の変化や規制強

化等に対応し、各種事業に取り組んだ。

　これにより、公衆衛生の向上に寄与した。

①生活衛生施設等への監視指導の実施　�延べ 397 施設

②レジオネラ症発生防止対策講習会の実施

� 　参加者約 150 人（オンライン参加者を含む）

③薬事関係施設への監視指導の実施� 延べ 476 施設

④食品等事業者への監視指導の実施� 　5,413 件

⑤食品衛生研修会の開催� 　32 回

⑥ＨＡＣＣＰ等普及啓発チラシの作成、配布

� 　約 6,500 件

⑦献血の普及啓発の実施

　　中学 3年生、新成人への啓発物品の配布

� 　21,000 個

　　路線バスを活用した普及啓発� 　11 ヶ月

⑧山梨県献血推進協議会の開催� 　1 回

⑨血液事業推進会議及び市町村血液事業担当者会議を

合同開催� 　1 回

⑩水道施設耐震化等への支援

� 　3 市 1 町 2 村 1 企業団

⑪水源の水質検査� 　26 地点

⑫福島第一原子力発電所の事故に関連した水道水の放

射性物質検査� 　86 地点

（ 61,005）

【衛生薬務課】

①②③④⑤⑥⑦⑧

⑨⑩⑪⑫

58,072

④⑤⑥

薬 務 費

（ 6,790）

3,152

③⑦⑧⑨

環境衛生指導費

（ 3,092 ）

2,152 

①②⑩⑪⑫
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地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 2 地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実 計画掲載施策数 15

【政策の基本的な考え方】

　地域には、高齢者や子ども、障害のある方・ない方など多様な人々が暮らしています。

制度・分野ごとの縦割りや支え手、受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が我が事として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会を実現して

いく必要があります。

　そのため、地域包括ケアシステムや障害福祉サービス、自殺予防対策、生活困窮者対

策など個別のニーズに対応した取り組みを進めるとともに、地域福祉を支える人材の確

保・育成、相談体制の強化、多様な主体との連携などを推進します。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

◯ 地域福祉の推進 P.94 福 祉 保 健 部

◯ 高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進（地域包括ケアシステムの深化・推進） P.94 福 祉 保 健 部

◯ 医療と介護の連携推進（地域包括ケアシステムの深化・推進） P.95 福 祉 保 健 部

◯ 介護人材の確保・定着と資質向上（地域包括ケアシステムの深化・推進） P.96 福 祉 保 健 部

◯ 特別養護老人ホームの計画的な整備（地域包括ケアシステムの深化・推進） P.96 福 祉 保 健 部

◯ 認知症施策の総合的な推進 P.97 福 祉 保 健 部

◯ 共生社会の実現 P.98 福 祉 保 健 部

◯ 障害児（者）支援の充実 P.98 福 祉 保 健 部

◯ 障害児（者）の地域移行推進・相談支援の充実 P.99 福 祉 保 健 部

◯ 心の健康対策の推進 P.99 福 祉 保 健 部

◯ 自殺予防対策 P.100 福 祉 保 健 部

◯ 子どもの貧困対策の推進 P.100 子育て支援局 外

◯ 社会的養育の推進 P.101 子育て支援局

◯ 児童虐待防止対策の強化 P.101 子育て支援局

◯ 子どもの心のケアに係る相談支援・医療提供体制の強化 P.102 子育て支援局

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 11,027 百万円

前年度までの事業費 6,127 百万円

本年度の事業費 4,900 百万円

戦略 4 安心「やまなし」充実戦略
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地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

4 － 2 － 1　地域福祉の推進	 （福祉保健部）

改正社会福祉法に基づいた内容で
計画を改定した市町村数

0市町村
（H30）

27 市町村
（R  4）

10 市町村
（R  2）

37.0

4 － 2 － 2
　高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進

	 （地域包括ケアシステムの深化・推進）	
（福祉保健部）

地域ケア個別会議実施市町村数
16 市町村
（H30）

27 市町村
（R  4）

22 市町村
（R  2）

54.6

4 － 2 － 3　医療と介護の連携推進（地域包括ケアシステムの深化・推進）	 （福祉保健部）

手引きにより医療と介護の連携を
行っている市町村数

15 市町村
（R  1）

27 市町村
（R  4）

27 市町村
（R  2）

100.0

4 － 2 － 4
　介護人材の確保・定着と資質向上

	 （地域包括ケアシステムの深化・推進）	
（福祉保健部）

介護職員数
13,029 人
（H29）

13,746 人
（R  2）

13,689 人
（R  1）

92.1

4 － 2 － 5
　特別養護老人ホームの計画的な整備

	 （地域包括ケアシステムの深化・推進）	
（福祉保健部）

特別養護老人ホーム定員数
5,027 人
（R  1）

5,230 人
（R  2）

5,172 人
（R  2）

71.4

4 － 2 － 6　認知症施策の総合的な推進	 （福祉保健部）

認知症サポーター数
100,001 人
（H30）

110,000 人
（R  2）

111,642 人
（R  2）

116.4

4 － 2 － 7　共生社会の実現	 （福祉保健部）

共生社会に対する県民の認知度
49.6％

（H29）
100％

（R  4）
46.9％
（R  2）

△ 5.4

4 － 2 － 8　障害児（者）支援の充実	 （福祉保健部）

短期入所事業所のベッド数
222 床

（H28）
248 床

（R  2）
313 床

（R  2）
350.0

4 － 2 － 9　障害児（者）の地域移行推進・相談支援の充実	 （福祉保健部）

精神科病床における 1年以上の長
期入院患者数

65 歳以上
699 人

65 歳未満
435 人

（H30）

65 歳以上
618 人

65 歳未満
405 人

（R  2）

65 歳以上
723 人

65 歳未満
379 人

（R  2）

65 歳以上
△ 29.6

65 歳未満
186.7

C－A
B－A

×100

成
果
指
標
の
達
成
状
況
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地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

4 － 2 － 10　心の健康対策の推進	 （福祉保健部）

ひきこもりサポーター養成研修実
施市町村

2市
（H30）

10 市町村
（R  4）

4 市町
（R  2）

25.0

4 － 2 － 11　自殺予防対策	 （福祉保健部）

住所地ベースの自殺死亡率
17.0 人

（人口 10 万対）

（H30）

減少
（R  4）

16.3 人
（人口 10 万対）

（R  2）
－

発見地ベースの自殺死亡率
24.8 人

（人口 10 万対）

（H30）

減少
（R  4）

22.4 人
（人口 10 万対）

（R  2）
－

4 － 2 － 12　子どもの貧困対策の推進	 （子育て支援局）

子どもの貧困に係る地域ネット
ワークを構築している市町村

5市
（R  1）

27 市町村
（R  4）

20 市町村
（R  2）

68.2

4 － 2 － 13　社会的養育の推進	 （子育て支援局）

子ども家庭総合支援拠点設置市町
村数

1市
（R  1）

27 市町村
（R  4）

8 市町村
（R  2）

26.9

4 － 2 － 15　子どもの心のケアに係る相談支援・医療提供体制の強化	 （子育て支援局）

こころの発達総合支援センターの
相談を経て診療までの待機期間

約 1年
（H30）

短縮
（R  4）

約半年
（R  2）

－

C－A
B－A

×100

成
果
指
標
の
達
成
状
況
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

地域福祉の推進 社会福祉総務費 　高齢者や障害者、児童の福祉などの地域福祉の充実

を図るため、市町村地域福祉計画の改定支援を行うと

ともに、生活困窮者の自立に向けた支援や生活保護制

度の適切な運用などに取り組んだ。

　これにより、地域福祉の推進に寄与した。

①「市町村地域福祉計画」の改定� 　10 市町村

②生活保護法施行事務監査の実施

③生活困窮者に対する相談支援の実施

【福祉保健総務課】

①②③

（ 27,213）

21,203

①②③

高齢者の自立支
援、介護予防・重
症化防止の推進
（地域包括ケアシ
ステムの深化・推
進）

老 人 福 祉 費 　高齢者が生涯にわたり元気でいきいきと活躍できる

よう、介護予防、特にフレイル（虚弱）の予防の重要

性を普及啓発するため、広く県民を対象とした研修な

どを実施した。

　また、市町村における自立支援、介護予防・重度化

防止に向けた取り組みを促進するため、地域包括支援

センター職員などの研修や、市町村の介護予防事業に

おいてアドバイザーとなるリハビリテーション専門職

の資質向上を図った。

　これにより高齢者の自立支援、介護予防・重度化防

止の推進に寄与した。

【健康づくりと介護予防の普及啓発】

①介護予防・リハビリテーションのつどいの開催（再掲）

� 　　令和 2年 11 月　参加者 164 人

②フレイル予防アドバイザー派遣� 延べ 15 回（再掲）

　　市町村フレイル予防ネットワーク連絡会（再掲）

� 　　　令和 3年 3月　参加者 38 人

【自立支援・介護予防・重度化防止に向けた市町村の

取り組みの促進】

③地域包括支援センター職員研修の実施（新任者研修）

� 　　令和 2年 7～ 8月（3回）　受講者 34 人

④地域包括支援センター職員研修（現任者研修）

� 　　令和 2年 12 月（オンライン）　受講者 60 人

⑤ PT・OT・STバンクによる市町村への派遣

� 　　バンク登録 116 人　派遣延べ 58 人

【地域リハビリテーションの機能強化】

⑥県リハビリテーション支援センターの設置�　1 箇所

⑦地域リハビリテーション広域支援センターの設置

� 　4 箇所

⑧リハビリテーション普及啓発チラシの配布

⑨生活行為向上リハビリテーション研修会への参加

（ 13,769 ）

10,139 

①②③④⑤⑥⑦

成人病対策費

【健康長寿推進課】

①②③④⑤⑥⑦⑧

⑨

（ 381）

212

⑧⑨
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

医療と介護の連携
推進
（地域包括ケアシ
ステムの深化・推
進）

老 人 福 祉 費 　医療と介護の連携を更に推進するため、医師や看護

師、介護支援専門員などの多職種が連携するための手

引きの普及、浸透を図りながら、会議を設置し、連携

における課題や、より実効性のある連携方法を検討

したほか、介護支援専門員研修においてケアマネジ

メントに必要な医療との連携に関する内容の充実を

図った。

　これにより、全ての圏域で医療・介護連携推進のた

めの会議が設置され、住み慣れた地域等において、安

心して療養できる訪問診療等の提供体制の構築や医療

と介護の更なる連携に向けた人材の育成、多職種連携

等に寄与した。

①県域及び高齢者福祉圏域ごとの会議等の開催� 8 回

②訪問介護適正実施研修の実施　

� 　令和 2年 9月　修了者 20 人

③介護支援専門員専門更新研修Ⅱ、実務・再・更新研

修の実施（専門更新研修Ⅰは新型コロナウイルス感

染症拡大の影響で中止）

� 　年間各 1回合計 357 人修了

④訪問看護支援センターの運営� 　1 箇所

⑤トータル・サポート・マネジャーの養成（再掲）

� 　11 人

（ 16,435）

865

①②③

【健康長寿推進課】

①②③

【医 務 課】

④⑤

保健師等指導費

（ 39,673）

24,728

④⑤
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

介護人材の確保・
定着と資質向上
（地域包括ケアシ
ステムの深化・推
進）

老 人 福 祉 費 　介護人材の確保・定着、資質向上を図るため、職員

の給与面の底上げとなる介護報酬の処遇改善加算を最

大限取得できるよう支援するとともに、働きやすい職

場環境を整備するための介護ロボットの導入に対し助

成したほか、介護職員等を対象とした研修を実施し、

専門性の向上を図った。

　これにより、処遇改善加算の取得が推進されるとと

もに働きやすい職場環境が整備され、介護人材の確

保・定着及び資質向上に寄与した。

【介護職員処遇改善加算の取得促進】

①事業所訪問調査・助言　20 施設

②処遇改善加算説明会　2回

③加算の届出状況

� 　1,443 施設（総事業所数の 72.6%）

【介護人材の確保・定着対策の推進】

④新入介護職員研修会の実施

� 　令和 2年 9月　参加者 40 人

⑤ 2年目介護職員研修会の実施

� 　令和 2年 10 月　参加者 31 人

⑥ 3年目介護職員研修会の実施

� 　令和 2年 11 月　参加者 30 人

⑦介護ロボットの導入に対する助成� 交付先 21 施設

【介護人材の資質向上の推進】

⑧認知症介護研修の実施� 　修了者 77 人

⑨高齢者権利擁護に関する各種研修の実施

（ 36,591 ）

33,283 

①②③④⑤⑥

⑦

【健康長寿推進課】

①②③④⑤⑥⑦⑧

⑨

社会福祉総務費

（ 17,739 ）

14,015 

⑧⑨

特別養護老人ホー
ムの計画的な整備
（地域包括ケアシ
ステムの深化・推
進）

老 人 福 祉 費 　介護施設の整備を促進するため、施設整備を支援す

るとともに、円滑な施設開設に向けた取り組みを支援

した。

　併せて、生活環境の向上を図るため、既存施設の改

修、改築に対し支援した。

　これにより、施設整備が促進されるとともに、高齢

者の生活環境の向上に寄与した。

①特別養護老人ホームの改築� 　1 箇所

（ 992,383）

920,274

［ 48,020 ］

①

【健康長寿推進課】

①
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

認知症施策の総合
的な推進

老 人 福 祉 費 　認知症の方やその家族の視点に立った支援体制を充

実するため、各市町村に設置された認知症初期集中支

援チーム（認知症サポート医や保健師、看護師等で構

成するチーム）の機能強化を図り、多様な主体による

ネットワークを構築するとともに、若年性認知症対策

を強化するため、コーディネーターを配置し、医療・

福祉・就労などにおいて適切な支援を受けられるよう

取り組んだ。

　また、全ての県民が認知症を正しく理解し、認知症

の方と家族を支える「県民総サポーター」を推進した。

　これにより、県民の認知症に対する理解促進や専門

職による支援の強化が図られ、認知症の方や家族が安

心して暮らし続けられる体制の推進に寄与した。

【早期診断・対応体制等の医療・介護サービスの整備】

①認知症初期集中支援チーム員研修� 　1 人養成

②認知症サポート医養成研修� 　2 人養成

③認知症疾患医療センターの設置� 　4 箇所

【地域での支援体制の構築】

④認知症の人や家族に対する支援

� 　交流会の開催　6回

� 　研修会の開催　1回

⑤認知症コールセンターの設置� 　1 箇所

⑥認知症カフェの設置　� 　23 市町村 57 箇所

【若年性認知症施策の強化】

⑦若年性認知症相談支援センター設置� 　1 箇所

⑧若年性認知症支援コーディネーターによる相談等支援

� 　通年

⑨若年性認知症自立支援ネットワーク会議の開催

� 　1 回

⑩研修会の開催� 　2 回

⑪本人や家族のための交流会の開催� 　4 回

⑫普及啓発、関係機関への周知

【認知症への理解の促進】

⑬認知症サポーターの養成

� 　2,614 人　累計 111,642 人

⑭認知症キャラバン・メイトの養成

� 　累計 1,737 人

⑮認知症サポート事業所　761 事業所

（ 14,952）

【健康長寿推進課】

①②③④⑤⑥⑦⑧

⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮

8,888

①②③④⑤⑥

⑦⑧⑨⑩⑪⑫

⑬⑭⑮
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

共生社会の実現 社会福祉総務費 　障害や障害のある方への理解を深め、障害を理由と

する差別の解消を推進するため、障害のある方とない

方が交流する機会の創出や、県民や企業等への障害に

対する正しい知識や適切な配慮に関する普及啓発を行

うとともに、県及び市町村に相談員を配置し、研修会

等を通じて相談員の資質の向上を図った。

　これにより、共生社会の実現に向け、障害への理解

促進等に寄与した。

①「障害者の主張大会」の実施� 　令和 2年 12 月

②「やまなし心のバリアフリー推進ポスター」と「標語」

の募集

　　ポスター� 　41 点

　　標語� 　457 点

③障害者差別解消支援ネットワーク会議の開催

� 　1 回

【障害福祉課】

①②③

（ 6,053 ）

5,486 

①②③

障害児（者）支援
の充実

知的障害者福祉費 　障害のある方の自立や地域への定着を促進するた

め、グループホームや短期入所サービス事業所の整備

を行う社会福祉法人等を支援するとともに、障害のあ

る方や家族が安心して地域で暮らせるよう、支援を担

う人材の確保・育成を図った。

　これにより、障害児（者）支援の充実に寄与した。

①共同生活援助（グループホーム）の整備　� 27 床

②短期入所施設の整備� 　57 床

③就労継続支援事業所の整備

� 10 事業所、定員 211 名増

④放課後等デイサービスの整備

� 14 事業所、定員 138 名増

⑤サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者

　　基礎研修� 　　4回　修了者 115 人

　　更新研修� 　　2回　修了者   67 人

（ 217,037 ）

【障害福祉課】

①②③④⑤

64,478 

［ 152,274 ］

①②③④

社会福祉総務費

（ 1,436 ）

814 

⑤
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

障害児（者）の地
域移行推進・相談
支援の充実

精 神 保 健 費 　長期入院者の地域移行を推進し、障害のある方の多

様なニーズに対応するため、地域生活移行の受け皿と

なる地域において地域生活支援拠点を整備するととも

に、必要な障害福祉サービス等を受けるための相談支

援体制の充実、相談支援に携わる者をバックアップす

る体制を強化した。

　これにより、障害児（者）の地域移行の推進、相談

支援の充実が図られた。

①地域生活支援拠点の整備� 　21 市町 10 箇所

②ピアサポーターの精神科病院派遣� 　62 回

③圏域マネージャーの配置� 　4 圏域

④相談支援従事者

　　初任者研修　� 1 回　修了者 51 人

　　現任研修　� 　1 回　修了者 15 人

（ 3,608）

2,772 

【障害福祉課】

①③④

【健康増進課】

②

②

社会福祉総務費

（ 21,714 ）

21,550 

③④

心の健康対策の推
進

精 神 保 健 費 　精神障害を有する方、ひきこもり当事者、依存症を

有する方や、その家族への支援の充実を図るため、専

門窓口で相談対応を行うとともに、関係機関との連携

体制の構築に取り組んだ。

　これにより、心の健康対策が充実・強化された。

①精神科救急情報センター（24 時間）における受診

相談� 　1,276 件

②山梨県ひきこもり地域支援センターにおける個別相談

� 　390 件

③ひきこもりサポーター養成に対する技術的支援

� 　2 市町

④ひきこもりLINE相談の開始� 　令和 2年 9月

⑤依存症相談窓口における相談件数� 　165 件

⑥山梨県ギャンブル等依存症対策推進計画の策定

� 　令和 3年 3月

（ 87,025 ）

【健康増進課】

①②③④⑤⑥

78,661 

［ 2,825 ］

①②③④⑤⑥
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

自殺予防対策 精 神 保 健 費 　住所地ベースの自殺死亡率の減少を図るため、本県

における自殺の現状を詳細に分析した上で、山梨県自

殺対策推進計画に基づき各種施策を総合的に推進する

とともに、発見地ベースの自殺死亡率の減少を図るた

め、効果的なハイリスク地対策に取り組んだ。

　これにより、自殺防止対策の総合的な推進が図られた。

①いのちのセーフティネット連絡協議会の開催� 　2 回

②「山梨いのちの日」等における普及啓発� 　2 回

③市町村等におけるゲートキーパーの養成

� 　7,850 人（累計）

④こころの健康相談統一ダイヤルの 365日 24 時間化

� 　令和 2年 7月

⑤検索連動型広告の実施

� 　令和 2年 7月～令和 3年 3月

【健康増進課】

①②③④⑤

（ 86,865 ）

63,682 

［ 1,791 ］

①②③④⑤

子どもの貧困対策
の推進

社会福祉総務費 　貧困の状況にある子どもを必要な支援につなげるた

め、地域における支援体制を強化するとともに、子ど

もの教育の支援や保護者への就労支援を行い、貧困の

連鎖を防止する支援を行った。

　これにより、子どもの貧困対策推進に向けた理解が

進み、地域ネットワークの構築が図られるとともに、

子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によっ

て左右されることのないよう、地域の実情に沿った取

り組みが進められた。

①やまなし子どもの貧困対策推進計画の推進� 通年

②地域コーディネーターフォローアップ

� 　専門家派遣　12 市町村

③子どもの居場所づくり等への支援� 　2 団体

④就学支援金等による教育のための支援（再掲）

　　就学支援金（学び直しを含む）� 　14,187 人

　　山梨県高等学校奨学給付金� 　1,473 人

　　低所得世帯への県立高等学校の入学料の減免� 203 人

　　入学サポート事業による支援� 　394 人

⑤子どもの学習支援事業の実施（町村分）

� 　9 箇所　65 人

⑥自立支援制度によるひとり親等への就労支援

　　（町村分）� 　　高等職業訓練促進給付金等　16 人

⑦私立高等学校奨学給付金の交付（再掲）� 　45 校

（ 12,455）

【子ども福祉課】

①②③⑤⑥

【高校教育課】

④

【私学・科学振興課】

⑦

10,047

⑤

青少年総合対策費

（ 5,875）

1,201

①②③

諸 費

（ 1,840,787）

1,826,824

④

私 学 振 興 費

（ 1,767,723）

1,744,223
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

社会的養育の推進 児童福祉総務費 　子どもが家庭環境の下で幸福に愛情を受けて健全に

成長するため、地域における子ども家庭への支援の中

心となる「子ども家庭総合支援拠点」の設置を促進し、

児童家庭支援センターや児童養護施設等における家庭

支援体制の強化を図った。

　これにより、児童虐待などにより要保護となった子

どもが、家庭的な養育環境のもとで、健全に成長する

環境の整備に寄与した。

①やまなし社会的養育推進計画の推進� 　通年

②児童家庭支援センター運営費の助成� 　1 箇所

③里親月間での啓発活動の実施� 　令和 2年 10 月

【子ども福祉課】

①②③

（ 19,961）

17,348

②③

児童虐待防止対策
の強化

児童福祉総務費 　児童虐待に関する県民の意識を高めるため、市町村

や関係機関と連携して、オレンジリボンキャンペーン

を「児童虐待防止推進月間（11 月）」を中心に実施した。

　また、児童虐待への対応強化を図るため、児童相談

所に専門的知識を有する児童福祉司等を増員するなど

体制強化を進めるとともに、警察等関係機関との連携

を更に進めた。

　これにより、児童虐待に関する県民の知識や理解が

深まり、また、児童虐待に対し的確な対応が図られた。

①児童虐待防止月間（11 月）オレンジリボンキャン

ペーンの実施

　　月間中のテレビＣＭ放映� 　21 本

　　映画館でのＣＭ放映�　11月13日～ 26日（14日間）

　　啓発物品、チラシを協力団体へ配布

②オレンジリボン講演会を開催� 　参加者 150 人

③児童相談所職員の増員

　　児童福祉司� 　5 人

　　児童心理司� 　3 人

④子どもを守る山梨ネットワーク会議の開催� 　2 回

（ 4,522）

【子ども福祉課】

①②③④

3,427

①②④
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（予算科目　単位：千円）

地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

子どもの心のケア
に係る相談支援・
医療提供体制の強
化

児童福祉施設費 　発達障害や虐待などにより心のケアを必要とする子

どもなどに対し、相談支援や専門的な医療を早期に提

供するため、子どものこころサポートプラザを開設した。

　また、サポートプラザを構成する4つの所属のそれ

ぞれの機能を連携させ、一体的な整備によるメリット

を生かした、先進的で効果の高い医療・支援の提供や、

子どもの心のケアに係る全県的な支援ネットワークの構

築を図るための連携推進会議、連携チームを設置した。

①子どものこころサポートプラザの開設

� 　令和 2年 4月

②子どものこころサポートプラザ連携推進会議�　4 回

③連携チーム会議　10 回

（ 69,716）

40,278

①

【子ども福祉課】

①②③
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環境と調和した持続可能な社会への転換

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 3 環境と調和した持続可能な社会への転換 計画掲載施策数 11

【政策の基本的な考え方】

　現代社会は、物質的な豊かさと生活の利便性をもたらす一方で、地球温暖化など、様々

な問題を引き起こしており、近年では、マイクロプラスチックによる海洋汚染など新た

な課題も生じています。省エネルギーや脱炭素による温暖化対策などにより、こうした

課題に適切に対応するとともに、ＳＤＧｓ＊の考え方も活用し限りある資源の循環的な

利用を基調とする持続可能な社会を構築していく必要があります。

　このため、県民や市町村、企業・団体等と連携しながら、健全で恵み豊かな自然環境

などの保全を図るとともに、本県の強みである良質な水や豊かな森林などの地域資源を

活用し、環境・経済・社会が好循環する持続可能な社会づくりを進めます。また、ク

リーンエネルギーの活用や、自立・分散型エネルギーシステムの導入促進、県民総参加

による地球温暖化対策を推進します。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

◯ 環境保全の推進と地域資源の活用 P.105 環境・エネルギー部

◯ プラスチックごみ対策の推進 P.105 環境・エネルギー部

◯「富士山登山鉄道」構想の検討 P.106 知 事 政 策 局

◯ 世界文化遺産富士山の保全 P.106 観 光 文 化 部

◯ 甲武信ユネスコエコパークの保全・活用の推進 P.106 環境・エネルギー部

◯ 希少な野生動植物の保護・保全施策の推進 P.107 環境・エネルギー部

◯ 鳥獣被害の防止 P.108 農   政   部　外

◯ やまなしクールチョイス県民運動の展開 P.109 環境・エネルギー部

◯ クリーンエネルギーの導入拡大 P.109 環境・エネルギー部

◯ 水力発電の開発及び施設の健全性の維持 P.110 企 業 局

◯ CO2 フリー水素利活用に向けた実証研究 P.110 企   業   局　外

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 8,504 百万円

前年度までの事業費 3,771 百万円

本年度の事業費 4,733 百万円

戦略 4 安心「やまなし」充実戦略
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環境と調和した持続可能な社会への転換

成
果
指
標
の
達
成
状
況

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

4 － 3 － 7　鳥獣被害の防止	 （農政部）

農作物被害金額
151 百万円

（H30）

143 百万円

（R  4）

146 百万円

（R  2）
62.5

獣害防止柵の整備による農業被害
防止面積

4,470

（H30）

4,870

（R  4）

4,761

（R  2）
72.8

4 － 3 － 8　やまなしクールチョイス県民運動の展開	 （環境・エネルギー部）

やまなしクールチョイスサポー
ター数

0人・団体

（H30）

1,600 人・団体

（R  4）

1,061 人・団体

（R  2）
66.3

4 － 3 － 9　クリーンエネルギーの導入拡大	 （環境・エネルギー部）

住宅用太陽光発電（10kW 未満）
導入出力

12.9 万 kW

（H30）

15.7 万 kW

（R  4）

14.6 万 kW

（R  2）
60.7

家庭用燃料電池の普及台数
677 台

（H30）

850 台

（R  4）

716 台

（R  2）
22.5

4 － 3 － 10　水力発電の開発及び施設の健全性の維持	 （企業局）

供給電力量
4億 7千万 kWh/ 年

（H30）

4億 8千万 kWh/ 年

（R  4）

4億 6千 360 万

4 千 958kWh/ 年

（R  2）

96.9

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果

環境と調和した持続可能な社会への転換

（予算科目　単位：千円）

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

環境保全の推進と
地域資源の活用

企 画 総 務 費 　県民、市町村、企業・団体等が実践する環境に配慮

した生活行動や経済活動により、環境・経済・社会が

好循環する持続可能な社会の構築を図った。

　これにより、環境保全の推進と地域資源の活用に寄

与した。

①地球温暖化対策等に取り組んだ団体等への助成

� 　7 市町 1団体

②森林の水源涵養機能の保全に向けたシカ食害対策の

ための調査・研究

③良質な水の産地としてのイメージアップを図るため

のＰＲ

　　経済誌へ掲載� （令和 3年 1月　約 16 万部）

　　・知事と事業者の対談記事

　　・県産品ＰＲ広告

（ 21,105）

【環境・エネルギー政策課】

①

【自然共生推進課】

②③

18,719

①②③

プラスチックごみ
対策の推進

環境衛生指導費 　国際的な環境問題となっているプラスチックごみ等

の発生抑制対策の推進、3Ｒ（リデュース、リユース、

リサイクル）及びクリーンキャンペーンの推進、普及

啓発リーフレットの作成・配布、環境教材の製作、環

境フォーラムの開催、やまなしプラスチックスマート

連絡協議会の設立、市町村の取り組み支援、環境教育・

普及啓発等の推進に取り組んだ。

　これにより、プラスチックごみ対策の推進に寄与した。

①普及啓発リーフレットの作成� 　20,000 枚

②環境教材（トランク・ミュージアム）の製作

③プラスチックごみ対策に取り組んだ団体等への助成

� 　2 市町 2団体

④環境フォーラムｉｎやまなし～私たちとプラスチッ

クの未来を考える～� 　令和 2年 11 月

⑤やまなしプラスチックスマート連絡協議会の設立

� 　令和 2年 11 月

（ 7,449）

【環境整備課】

①②⑤

【環境・エネルギー政策課】

③

【自然共生推進課】

④

7,232

①②③

企 画 総 務 費

（ 2,827）

1,675

④
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（予算科目　単位：千円）

環境と調和した持続可能な社会への転換

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

「富士山登山鉄道」
構想の検討

企 画 総 務 費 　富士山の自然や景観を守り、今後何世代にもわたっ

てその美しさを継承するため、富士山登山鉄道の技術

的可能性や世界遺産との整合性などについて調査を実

施するとともに、外部有識者による検討会を設置し、

登山鉄道の意義や必要性など、総合的な検討を行った。

　これにより、富士山登山鉄道構想検討会による富士

山登山鉄道構想の策定がなされた。

①検討会（理事会）� 　1 回

②検討会（総会）　� 　1 回

（ 40,700）

【政策調査グループ】

①②

40,700

①②

世界文化遺産富士
山の保全

企 画 総 務 費 　世界遺産富士山を地域の宝として後世に引き継いで

いくため、富士山の顕著な普遍的価値の維持・発展を

図るとともに、富士山の自然環境を保全する取り組み

を検討・実施した。

　これにより、関係機関が実施する構成資産及びその

緩衝地帯内における取り組みの明確化に寄与した。

①保存管理の取り組みを協議する会議開催

5回（遺産協議会、同作業部会、同学術委員会 2回、

保存協議会）

②景観配慮の手続の実施

� 　　4回（見解書 3回、配慮書 1回）

（ 19,646）

【世界遺産富士山課】

①②

17,515

①②

甲武信ユネスコエ
コパークの保全・
活用の推進

企 画 総 務 費 　甲武信ユネスコエコパークにおいて希少種の生息・

生育地の継続的な監視や令和元年 9月に策定した甲武

信ユネスコエコパークニホンジカ広域保護管理指針に

基づきニホンジカの適正な管理を行うとともに、国内

外に向けた情報発信による普及啓発等を行った。

　また、甲武信ユネスコエコパークの情報発信機能の

強化を図るため、武田の杜インフォメーションセン

ターの整備に着手した。

　これにより、甲武信ユネスコエコパークの保全・活

用の推進に寄与した。

①希少野生動植物のモニタリングの実施

②武田の杜インフォメーションセンターの整備に着手

� 　令和 2年 11 月

（ 13,327）

5,477

【自然共生推進課】

①②

［ 7,850］

①②
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（予算科目　単位：千円）

環境と調和した持続可能な社会への転換

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

希少な野生動植物
の保護・保全施策
の推進

企 画 総 務 費 　山梨県希少野生動植物種保護専門員や山岳レイン

ジャー等による野生動植物の生息、生育状況調査を継

続的に実施し、現況を把握するとともに、絶滅が危惧

される希少野生動植物種については、保護、保全に向

けた取り組みを推進した。

　これにより、希少な野生動植物種の保護、保全施策

の推進に寄与した。

①野生動植物の調査の実施

山梨県希少野生動植物種保護専門員、希少野生動

植物種モニタリング調査員による調査

� 　対象種 166 種

　　山岳レインジャーによる調査� 　対象種 24 種

②保護柵・看板等の設置� 9 箇所

（ 9,602）

7,873

【自然共生推進課】

①②

①②
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（予算科目　単位：千円）

環境と調和した持続可能な社会への転換

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

鳥獣被害の防止 農業改良普及費 　野生鳥獣による農作物や森林への被害を防止するた

め、地域ぐるみの被害防止対策や電気柵等の鳥獣被害

防止施設の整備を支援するとともに、被害の多くを占

めるニホンジカ等の管理捕獲を計画的・効率的に実施

するため、野生鳥獣の生息分布を的確に把握するため

の調査を実施した。

　また、人と野生鳥獣との棲み分けを図るための森林

整備や、捕獲の担い手である狩猟者の技術向上に資す

る施設整備を推進するとともに、捕獲したニホンジカ

の有効活用を行った。

　これにより、地域における被害防止活動や捕獲活

動・被害防止施設の整備が進み、鳥獣被害の防止に寄

与した。

①鳥獣被害防止総合対策事業費補助金を活用した追い

払いや捕獲活動等への支援� 　21 協議会

②電気柵等の鳥獣被害防止施設の整備

　　被害防止面積� 　112

③ニホンジカ等のモニタリング調査の実施

④狩猟者研修施設の機能、規模等の検討

⑤人と野生鳥獣との棲み分けを図るための森林整備

� 　149

⑥森林への鳥獣害防止施設等の整備� 　499

⑦ジビエビジネス戦略会議の開催� 　2 回

⑧やまなしジビエ料理セミナー（プロ向け）の実施

� 　令和 3年 2月

⑨やまなしジビエフェア 2020 の開催� 　14 箇所

【農業技術課】

①

【耕 地 課】

②

【自然共生推進課】

③④

【森林整備課】

⑤⑥

【県 有 林 課】

⑥

【畜 産 課】

⑦

【販売・輸出支援課】

⑧⑨

（ 35,660）

34,731

①

畜 産 振 興 費

（ 3,528）

1,965

⑦⑧⑨

土 地 改 良 費

（ 588,103）

472,745

［ 96,087］

②

鳥 獣 管 理 費

（ 24,626）

24,060

③④

造 林 費

（ 223,960）

193,615

［ 30,345］

⑤⑥

造 林 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 161,762）

132,648

［ 29,114］

⑥

計 画 調 査 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 20,990）

20,990

⑥
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（予算科目　単位：千円）

環境と調和した持続可能な社会への転換

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

やまなしクール
チョイス県民運動
の展開

企 画 総 務 費 　地球温暖化対策を着実に推進するため、地球温暖化

防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進員と

連携し、「やまなしクールチョイス県民運動」を展開

した。

　また、県と市町村、団体、事業者が一丸となり、地

球温暖化対策を進めるため、ストップ温暖化やまなし

会議を設置した。

　更に、気候変動の影響へ対処するため、情報発信や

支援を行うやまなし気候変動適応センターを設置した。

　これにより、地球温暖化対策に対する県民の意識啓

発及び事業者等との連携体制構築に寄与した。

①クールチョイスサポーターの活動支援

　　サポーター登録� 　1,061 人・団体

� （令和 3年 3月末現在）

　　サポーターの活動に対する助成� 　8 団体

②環境家計簿アプリ「えこメモ」登録� 　1,241 人

� （令和 3年 3月末現在）

③クールシェア・ウォームシェア＊スポット登録

� 836 箇所（令和 2年 3月末現在）

※令和 2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止

の観点からスポット募集を実施していない。

④ストップ温暖化やまなし会議を設置

　　51 団体　令和 3年 2月設立総会

　　全国初の全市町村によるゼロカーボンシティ宣言

⑤やまなし気候変動適応センターを設置

　　令和 3年 2月設立

（ 7,790）

5,148

【環境・エネルギー政策課】

①②③④⑤

①②③④

クリーンエネル
ギーの導入拡大

企 画 総 務 費 　エネルギーの効率的利用と安定的な供給のため、環

境に優しく災害に強い自立・分散型エネルギーシステ

ムの家庭や企業における普及を図った。

　これにより、クリーンエネルギーの導入拡大に寄与

した。

①クリーンエネルギーの導入

　　住宅用太陽光発電（10 ｋＷ未満）導入出力

� 　14.6 万 kW（令和 3年 3月末現在）

　　家庭用燃料電池普及台数� 　716 台

②クリーンエネルギー総合窓口の相談件数� 　62 件

③水素エネルギーの利用拡大に向けた普及・啓発

やまなし CO2 フリーセミナー　令和 3 年 3 月 1

日～令和 3年 3月 31 日　Ｙｏｕｔｕｂｅ配信

（ 380）

【環境・エネルギー政策課】

①②③

380

③
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（予算科目　単位：千円）

環境と調和した持続可能な社会への転換

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

水力発電の開発及
び施設の健全性の
維持

（電気事業会計） 　県内の急峻な地形と豊富な水等の地域資源を活かし

たエネルギー事業を推進するため、2 箇所の発電所建

設工事を施工した。

　また、電力を安定的に供給するため、既存水力発電

所の機能維持・向上を目的とし、計画的に改良・修繕

工事を施工した。

　これにより、環境と調和した持続可能な社会への転

換に向けた必要な県内エネルギー供給力の充実、安定

供給を図った。

①西山ダム発電所建設� 平成 30 年度～令和 2年度

②保川発電所建設� 平成 30 年度～令和 6年度

③下釜口発電所リプレース（大規模改修）事業着手

� 令和元年度～令和 4年度

（ 5,593,462 ）

2,642,418 

【企：電気課】

①②③

［ 1,627,658 ］

①②③

CO2 フリー水素
利活用に向けた実
証研究

（電気事業会計） 　太陽光発電等の再生可能エネルギーを活用して、水

素を供給できる体制の構築に向けた研究を行った。

　これにより、「CO2 フリーの水素エネルギー社会実

現に向けたＰ２Ｇシステム実証研究」が計画どおり進

捗した。

① CO2 フリーの水素エネルギー社会実現に必要なＰ

２Ｇシステムの構築に向け、米倉山実証サイトにお

いて大型水電解装置の実証設備を導入

� 平成 28 年度～令和 3年度

（ 1,522,007 ）

1,104,899 

【企：電気課】

①

【成長産業推進課】

［ 406,691 ］

①
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